
在宅就業支援団体の概要
「在宅就業支援団体」とは
○　　平成18年4月1日に施行（一部、平成17年10月１日より）された障害者雇用促進法の改正において、障がい者の職業的自立の促進のための措置の一環として「在宅就業障害者支援制度」が創設されました。
○　　その中で、一般就労が困難等の理由から在宅で仕事をしている障がい者（在宅就業障害者）の支援を行う団体として、全国で現在１９団体が「在宅就業支援団体」として厚生労働大臣による登録を受けています。
○　「在宅就業支援団体」は、障がい者の在宅就業を支援するため、発注元の事業主と在宅就業障害者との間に立ち、　　　　 
· (1) 障がい者に対しては、仕事の発注や各種相談支援等を行う 
· (2) 事業主に対しては、納期や品質に対する保証を担う役割を果たします。
○　企業が在宅就業支援団体を介して在宅就業障害者へ発注する場合、障害者雇用納付金制度に基づく特例調整金・特例報酬金の支給対象となります。
【大阪府内の登録団体】
	
	団体名
	請負可能業務

	１
	社会福祉法人　大阪市障害者福祉・スポーツ協会・
大阪市職業リハビリテーションセンター
〒547-0026
大阪市平野区喜連西６－２－５５
℡06-6704-7201　Fax06-6704-7274
http://www.v-sien.org/

	システム開発業務、Webサイト制作業務、DTP業務・データ入力、集計、管理業務、CD-ROMコンテンツ制作業務

	２

	社会福祉法人　ヒューマンライツ福祉協会
〒557‐0024
大阪市西成区出城2‐4‐10
℡:06‐6563‐6564　fax:06‐6563‐6584
http://www.humannet.or.jp/

	クリーニング業務
データ入力、名刺作成業務
軽作業業務
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